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画像電子学会 第16回国際標準化教育研究会
－グローバル人材・企業人材－

ＩＣＴ分野における国際標準化の推進と人材育成ＩＣＴ分野における国際標準化の推進と人材育成

平 成平成２ ７２ ７年 ９月 ４日年９月４日

総務省総務省 情報通信国際情報通信国際戦略局戦略局 通信規格課通信規格課
藤田藤田 和重和重

目目 次次

１１．．ＩＣＴ標準化ＩＣＴ標準化に関する最近に関する最近のの取組取組

２．新たな情報通信技術戦略の在り方２．新たな情報通信技術戦略の在り方

３．標準化人材３．標準化人材育成の方策育成の方策３．標準化人材３．標準化人材育成の方策育成の方策
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１１．ＩＣＴ標準化に関する最近の取組．ＩＣＴ標準化に関する最近の取組

国際電気通信連合（ＩＴＵ）における情報通信インフラ等の標準化活動を引き続き推進するとともに、次世代ブラ
ウザ等のフォーラムにおける標準化活動を支援。

国際標準化機関への対応 国内会議との連携

ＩＴ戦略本部、知的財産戦略本部、
スマートコミュニティ・アライアンス 等

ITU、ＩSO（工業標準一般の標準化団体）、
IEC（電気・電子技術の標準化の国際団体） 等

民間フォーラム等への対応

IEEE（米国の電気・電子技術学会）、
W3C（インターネットの表示技術（ブラウザ）

に関する標準化団体） 等

3ＩＣＴ分野における標準化の推進体制

＜ITUにおける標準化活動の推進＞ ＜フォーラムにおける民間主導の標準化活動を支援＞

【ＩＴＵへの対応】

ＩＣＴ国際標準化推進会議情報通信審議会
連 携

Ｉ Ｔ Ｕ 部 会
関 連 委 員 会

民間標準化団体

・ ARIB 、TTC等

ISO(International Organization for Standardization)、 IEC (International Electrotechcical Commission）、

IEEE（The Institute of Electrical and Electronics Engineers, Inc)、W3C(World Wide Web Consortium)
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日本再興戦略、経済財政運営と改革の基本方針、知的財産推進計画等の政府決定において、標準化戦略の重要性を指摘
・日本再興戦略改訂2015 ・・・ 「知的財産推進計画2015に基づき…国際標準化・認証への取組等を推進」

・経済財政運営と改革の基本方針2015・・･「世界最高の知的財産立国を目指し、知的財産戦略や標準化戦略を推進」

・知的財産推進計画2015・・･「IoTの進展等に向け、関連する技術分野において必要な技術の確立や実証等を図りつつ、国際標準化に対する取組を推進」

情報通信分野における標準化政策への取り組み

我が国における最近の主な活動 （情報通信審議会答申「情報通信分野における標準化政策の在り方（H24.7）」における重点分野を中心に記載）

○平成25年 9月 光アクセスシステム※2 (G.9801)の勧告化。
○平成26年 6月 SDNの要求条件・アーキテクチャのコンセプト等を規定するSDNフレームワーク(Y.3300)の勧告化。
○平成26年10月 4K・8Kに対応する映像符号化方式の拡張方式(H.265v2)の勧告化。
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ITU‐T※1

IEEE※3

IETF※5

W3C※6

○平成24年 1月 IEEE802.15.4g/e普及推進認証団体としてWi‐SUN ※4allianceの設立。
○平成24年 3月 スマートメータ等のための省電力無線通信方式(IEEE802.15.4g/e)の標準化。
●平成28年 3月 無線LAN高速認証技術(IEEE802.11ai)の勧告化予定。

○平成26年10月 次世代ブラウザの主要仕様であるHTML5.0が勧告化され、縦書き関連仕様である「ルビ」が反映。
○平成27年 1月 Web技術を用いたIoT（Internet of Things）のユースケース・要件等を議論するW3C Web of Things IG※7の設立。
○平成27年 2月 自動車情報の取得等に関するAPI仕様等を策定するW3C Automotive WG※7の設立。
●平成27年10月 W3Cの年次技術総会（TPAC※8）が札幌で初の日本開催 同年11月第94回IETF総会が横浜で開催

成 年 月 す 映像符号 方 拡張方 ( ) 勧告 。
○平成26年10月 デジタルサイネージの災害情報サービスに関する要求条件(H.785.0)の勧告化。
○平成26年12月 40Gbit/s級の次世代光アクセスシステムNG‐PON2の物理層仕様（G.989.2）の勧告化。
○平成27年 1月 HEMSのアーキテクチャに関する提案（Y.2070）の勧告化。
○平成27年 4月 4K、H.265等の技術と対応したIPTV端末仕様標準（H.721.V2）の勧告化。
○平成27年 5月 次世代モバイルシステム５Ｇの有線と無線の連携等を検討する新グループ（FG IMT‐2020）の設置に合意。
○平成27年 6月 IoTとその応用について検討する新研究委員会SG20の設置に合意（平成27年10月に第１回会合を開催予定）。
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※1 ITU-T : International Telecommunication Union （国際電気通信連合）の電気通信標準化部門
※2 光アクセスシステム : 光伝送システムのうち、通信事業者の局舎と加入者の建物との接続に光ファイバ を用いたシステムの総称
※3 IEEE: Institute of Electrical and Electronics Engineers （米国電気電子学会）
※4 Wi-SUN : Wireless-Smart Utility Networks

※9 TTC : （一社）情報通信技術委員会
※10 HD-PLC ： 高速電力線通信
※11 Ver1.0は平成25年３月公開

※5 IETF : Institute of Electrical and Electronics Engineers
※6 W3C : World Wide Web Consortium
※7  IG : Interest Group, WG: Working Group 
※8  TPAC : Technical Plenary/ Advisory committee（W3Cの年次技術総会）

各種政府決定に加え、「ICT国際競争力の強化・国際展開に関する懇談会」提言や情報通信審議会中間答申「新たな情報通信技術
戦略の在り方」等を踏まえ、出口戦略を重視しつつ、戦略的に標準化を推進。

国内標準化
活動

●平成27年10月 W3Cの年次技術総会（TPAC※8）が札幌で初の日本開催。同年11月第94回IETF総会が横浜で開催。

○平成24年11月 スマートメータに関連する通信インタフェースの実装ガイドライン(TR‐1043)をTTC※9が策定。
○平成25年 2月 ECHONET Lite向け通信インタフェースの標準化（Wi‐SUN,HD‐PLC※10等（JJ‐300.10,11））。
○平成26年 6月 HTML5を活用した放送通信連携規格 ハイブリッドキャスト技術仕様Ver.2.0 を公開※11。
○平成27年 1月 HEMS‐宅内機器用のWi‐SUN HANプロファイルをWi‐SUN Allianceが策定。

oneM2M
○平成24年 7月 M2Mのサービスレイヤの標準化推進団体（ARIB,TTC,ETSI他7団体）として設立。
○平成27年 2月 国際標準となる技術仕様書の第１版を発行。

今後の対応

国際電気通信連合（ＩＴＵ）の概要

電気通信に関する国際連合の専門機関（ITU : International Telecommunication Union）

主要任務は、①国際的な周波数の分配、②電気通信の標準化、③途上国に対する電気通信の開発支援

本部：スイス・ジュネーブ １９３の国・地域が加盟

日本は１９５９年以来、理事国(４８カ国)に選出

旧郵政省出身の内海善雄氏が１９９９年から２００６年まで事務総局長を務めた

全権委員会議

5

理 事 会
４８理事国 毎年開催

世界無線通信会議 無線通信総会
（ ）

世界電気通信標準化総会
世界電気通信開発会議

無線通信部門（ＩＴＵ－Ｒ） 電気通信標準化部門（ＩＴＵ－Ｔ） 電気通信開発部門（ＩＴＵ－Ｄ）

全権委員会議
最高意思決定機関 １９３加盟国／４年毎に開催

事務総局

事務総局長（Ｈ．ザオ（中国））

事務総局次長（Ｍ．ジョンソン（英国）)

電気通信標準化局（ＴＳＢ）

電気通信標準化局長
（Ｃ．リー（韓国））

無線通信局（ＢＲ）

無線通信局長
（Ｆ．ランシー（フランス））

電気通信開発局（ＢＤＴ）

電気通信開発局長
（Ｂ．サヌ（ブルキナファソ））

電気通信標準化研究委員会

（ＳＧ）

電気通信開発研究委員会

（ＳＧ）

無線通信規則委員会
（ＲＲＢ）

12人の非常勤委員

３～４年毎に開催
（ほぼ同時期に連続して同じ場所で開催）

（ＷＲＣ） （ＲＡ） （ＷＴＳＡ）

４年毎に開催
４年毎に開催

世界電気通信開発会議
（ＷＴＤＣ）

無線通信研究委員会

（ＳＧ）
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ＩＴＵ 世界電気通信標準化総会の概要

世界電気通信標準化総会（WTSA: World Telecommunication Standardization Assembly)

 ITUでネットワーク分野の標準化を行う電気通信標準化部門（ITU-T）の総会であり、4年に1回開催。

 前回総会（WTSA-12）は2012年11月20日（火）～29日（木）の10日間、ドバイ（アラブ首長国連邦）にて開催
され、全体で約700名、日本から32名が参加

 次回総会（WTSA-16）は2016年10～12月に開催予定。

6

WTSA-16における主な議題

 次会期における研究体制の決定（SG構成の見直し）

 各SG議長・副議長の任命

 次会期の研究課題の承認

 決議案の承認

 研究委員会（SG）から提出された勧告案の承認

全権委員会議 (PP)
（最高意思決定機関）

無線通信
総会
(RA）

世界/地域電気
通信開発会議

（WTDC）

世界国際電気通信会議
（WCIT）

世界無線
通信会議
(WRC）

理事会

ITU

世界電気通信
標準化総会

（WTSA）

WTSA-１２の主な結果

電気通信
標準化部門

ＩＴＵ－Ｔ

研究委員会（SG）
等

研究委員会（SG）
等

無線通信部門
ＩＴＵ－Ｒ

電気通信
開発部門
ＩＴＵ－D

 次期研究会期の研究課題承認：138件

 ＩＴＵ－Ｔの検討体制の見直しなどを検討する

「レビュー委員会」の設置に関する決議

 SDN（ソフトウェア定義ネットワーク）に関する決議

 勧告承認：６件（新規５件、改訂１件）

研究委員会（SG）
等

研究委員会：SG

（４年毎に開催）

（４年毎に開催）

全権委員会議PP
最高意思決定機関

世界電気通信標準化総会 WTSA
研究課題設定、勧告の承認

SG2 SG13サービス提供の運用側面及び電気通信管理
議長 ギニナ（エジプト） ※議長退任に伴い、新議長選出中

ﾞ バ グ ド グ グ

移動及びNGNを含む将来網
議長 レーマン（スイス） 副議長 後藤良則（NTT）

移動及び G を含む将来網 要求条件 キ クチ 評価

（参考） 電気通信標準化部門（ITU-T）における研究委員会 7

SG3

SG5

SG9

SG15

SG16

議長 内藤 悠史（三菱電機）

ｻｰﾋﾞｽ規定・定義、ナンバーリング、アドレシング、ルーティング関連

料金と会計原則

計算料金制度改革、清算原則関連

環境と気候変動
議長 ゼッダム（仏）

網及び装置保護、電磁環境の影響に対する防護、ICTと気候変動関連

映像・音声及び統合型広帯域ケーブル網
議長 ウェブスター（米） 副議長 宮地悟史（KDDI）

統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送

移動及びNGNを含む将来網の要求条件、アーキテクチャ、評価、
融合関連

光伝送網及びアクセス網基盤
議長 トルゥーブリッジ（米） 副議長 荒木則幸(NTT)

伝送網及びアクセス網基盤、システム、装置、光ファイバー及びケーブル関連

議長 津川 清一（ＫＤＤＩ）

マルチメディア符号化、システム及びアプリケーション

NGN等を含む既存・将来網のサービスのためのユビキタスアプリケーション
及びマルチメディア関連

電気通信標準化アドバイザリグループ
議長 グレーシー（加）
ITU-Tの活動の作業方法、優先事項、計画

SG11

SG12

SG17

TSAG

信号要求、プロトコル及び試験仕様
議長 フェン（中） 副議長 釼吉薫（NEC）

IP網、NGN等の信号及びプロトコル並びにNGN等の試験仕様関連

セキュリティ
議長 クレマー（露） 副議長 中尾康二（KDDI）

サイバーセキュリティ、スパム対策及びID管理等

レビュー委員会

ITU-Tの検討体制の見直しを検討

議長 前田 洋一（(一社)情報通信技術委員会）RevCom

性能、サービス品質(QoS)及びユーザー体感品質(QoE)
議長 アシャムファ（ガーナ） 副議長 高橋玲（NTT）

全ての端末、ネットワーク及びサービスのQoS及びQoE関連

SG20 IoTとアプリケーション、スマートシティ
議長 マルゾウキ（UAE） 副議長 端谷隆文（富士通）

IoTとスマートシティ、スマートコミュニティを含むそのアプリケーション
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無線通信総会（RA: Radiocommunication Assembly)

 RA-15開催期間：2015年10月26日（月）～30日（金）の5日間

 開催場所：ジュネーブ（スイス）

 ITUで無線通信分野の標準化を行う無線通信部門（ITU-R）の総会であり、3～4年に1回開催。

 参加資格は電気通信主管庁（193加盟国）及び無線通信部門セクターメンバー（218メンバー）

ＩＴＵ 無線通信総会について 8

 参加資格は電気通信主管庁（193加盟国）及び無線通信部門セクタ メンバ （218メンバ ）

 前回総会（RA-12）は2012年1月16日（月）～20日（金）の5日間、ジュネーブ（スイス）にて開催され、
 全体で約526名、日本から28名が参加

RA-15の主な任務

 研究委員会（SG）構成の審議

 SG議長・副議長の任命

 作業方法の見直し

 研究課題の承認

全権委員会議 (PP)
（最高意思決定機関）

世界電気通信
標準化総会

（WTSA）

世界電気
通信開発会議

（WTDC）

世界国際電気通信会議
（WCIT）

理事会

無線通信
総会
(RA）

世界無線
通信会議
(WRC）

 勧告案の承認 等
（WTSA） （WTDC）

研究委員会（SG）
等

電気通信
標準化部門

ＩＴＵ－Ｔ

研究委員会（SG）
等

研究委員会（SG）
等

無線通信
部門

ＩＴＵ－Ｒ

電気通信
開発部門
ＩＴＵ－D

(RA）(WRC）

RA-12の主な結果

 次期研究会期の研究課題承認：２２３件

 勧告承認：４件（新規３件、改訂１件、

改訂差戻し１件）

• 第４世代移動通信システム（IMT-Advanced） の詳細無線インターフェースに関する新規勧告

• 「うるう秒」の調整の廃止に関する改訂勧告についてＳＧ７に差戻すとともにＷＲＣの検討課題に

研究委員会（ＳＧ）
世界無線通信会議
ＷＲＣ

（４年毎に開催）

（３～４年毎に開催）
次回は2015年10月26日～30日に開催

無線通信部門（ＩＴＵ－Ｒ）

研究体制

無線通信総会 ＲＡ
研究課題設定、勧告の承認等

全権委員会議ＰＰ
最高意思決定機関

（参考） 無線通信部門（ITU-R）における研究委員会 9

周波数管理
議長：パスツーク（ロシア）

効率的な周波数管理の原則及び技術の開発、分配基準・方法、周波数監視技術、周波数利用の長期戦略等に関する研究

衛星業務
議長：ホッファー（米国）

衛星業務に関する軌道/スペクトラムの有効活用、システム等に関する研究

地上業務

移動業務、無線測位業務、アマチュア業務及び関連するシステムとネットワークに関する研究

電波伝搬
議長：アルペッサー＝ラッツブルグ（ＥＳＡ）

無線通信システムの向上を目的とした、電離媒質及び非電離媒質中における電波伝搬並びに電波雑音特性に関する研究

会議準備会合

無線通信規則の改正等

地域無線通信会議
ＲＲＣ
地域における無線通信に関する協定等
の協議

ＳＧ１

ＳＧ３

ＳＧ４

ＳＧ５

副議長：河合 宣行氏（ＫＤＤＩ）

議長：橋本 明氏（ＮＴＴドコモ）

無線通信アドバイザリグループ

議長：オバマ（ケニア）

ＩＴＵ－Ｒの作業の優先順位及び戦略等の見直し、作業計画の進捗状況の評価

放送業務
議長：ドッシュ（ドイツ）

一般大衆に向けて配信することを目的とし、映像、音声、マルチメディア及びデータサービスを含む無線通信による放送（地上系）に関する研究

科学業務
議長：ミーンズ（フランス）

時刻信号及び標準周波数報時、宇宙無線システム、地球探査衛星システム及び気象に関する事項、電波天文業務等に関する研究

会議準備会合
ＣＰＭ
ＷＲＣの準備

ＳＧ６

ＳＧ７

ＲＡＧ

副議長：西田 幸博氏（ＮＨＫ）

※ 下線は２期目
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※ ASTAP（アジア・太平洋電気通信標準化機関）: Asia-Pacific Telecommunity Standardization Program

アジア・太平洋地域の電気通信分野の標準化活動を強化し同地域として国際標準策定に貢献することを目的としているＡ
ＳＴＡＰの第25回総会が、以下のとおり開催された。（TTC前田専務理事ASTAP議長就任後の初会合。）

【日 時】 2015年3月2日（月）～6日（金） 【場 所】バンコク（タイ王国）

【参加者】 アジア・太平洋地域のAPＴメンバーのうち、24か国及び23企業・団体から約130名が参加。
我が国は 総務省 NICT TTC ARIB NEC NTT 沖電気等から計34名が参加

第25回ASTAP総会の結果 （3/2～6）

第25回ASTAP※総会の結果概要 10

我が国は、総務省、NICT、TTC、ARIB、NEC、NTT、沖電気等から計34名が参加。

【主な結果】

（１） 副議長の選出
前会合で立候補がなく、持ち越しとなった副議長に中国のLI氏 (China Academy

of Information and Communications Technology)及び韓国のKim氏(ETRI)を選出。

（２） 各グループの役職者の選出とToRの改訂
前会合での組織再編に伴った作業グループ・専門グループの役職者の選出、

各グループのToR（運営規約）の改訂を実施。我が国からは、3つの作業グループに
副議長2名、12つの専門グループに議長７名、副議長2名を選出。

（３） インダストリワークショップの開催（ ） インダ トリワ クショップの開催
「スマートシティとスマートエネルギー管理」と「サイバーセキュリティ」の２テーマで第6回インダストリワークショップを開催。

NICTよりWi-SUNに関する取組、北陸先端科学技術大学院大学（JAIST丹教授）よりTTCの次世代ホームネットワークシステム専門委員
会の活動状況、また、情報セキュリティ対策室より日本政府のセキュリティに関する取組を紹介。その他、ITUやISO等での標準化動向
やNECや東京瓦斯等の企業の取組みが紹介された。

（４） その他
ア)日中韓のスマートグリッド事例やITUの標準化動向等を盛り込んだ「APT地域のスマートグリッドレポート」の策定に合意。
イ) ITU-T FG-DR&NRR（災害対応）成果文書のITU-T SG2とSG15での勧告化進捗状況報告及び活動のサポートを確認。
ウ)災害時に自動車を情報通信ハブとするシステムのコンセプトやアーキテクチャ等をまとめた利用標準案の審議を開始。

APT各国からユースケースを収集するためのアンケートを実施することを承認。
エ)第3回適合性・相互運用性イベント開催へ向け、調整員会の設置を承認し、釼吉氏(NEC)がコーディネータに就任。

（参考） ASTAPにおける標準化活動

●アジア・太平洋地域のICT分野の標準化活動を強化し、地域として国際標準の策定に貢献することを目的とし
て、1997年11月、APT（アジア・太平洋電気通信共同体）に設立。

●1998年2月、第1回ASTAP総会（バンコク）が開催され、これまでに25回のASTAP総会を開催。

アジア・太平洋電気通信標準化会議(APT Standardization Program)

標準化格差の解消（副議長：岩田 秀行（NTT））

政策 規制と戦略

【ASTAP組織体制】

11

作業グループ

専門家グループ

ＩＴＵ－Ｔ課題（議長：釼吉 薫（NEC）））

政策、規制と戦略

グリーンICTと電磁界ばく露

議長 前田洋一（TTC）
副議長 Ms. Li Haihua（中国）
副議長 Dr.Hyoung Jun Kim

（韓国）

ASTAP
総会

M2M（議長：今中 秀郎（NTT））

セキュリティ（議長：永沼 美保（NEC））

防災・災害復旧システム（議長：田中 進（NEC））

ｼｰﾑﾚｽｱｸｾｽ通信システム（議長：小川 博世（ARIB））

将来網と次世代ネットワーク（副議長：姫野 秀雄（NEC））

政策と戦略協調

ネットワークと

システム

運営に係るアドホック

議長：Dr. Joon Won Lee(韓国)
副議長：田中 進（NEC）

議長：Ms.Nguyen Thuan
(ベトナム)

（韓国） セキュリティ（議長：永沼 美保（NEC））

マルチメディアアプリケーション（議長：山本 秀樹（OKI））

音声翻訳・自然言語処理（議長：深堀 道子（NICT））

アクセシビリティとユーザービリティ

サービスと

アプリケーション

議長：Dr. Safavi (イラン)
副議長：永沼 美保（NEC）

ＩＣＴ分野における適合性及び相互運用性に関する理解の向上や関連

活動の促進を目的として、相互接続試験、ショーケース及びワークショッ

プを実施。2015年9月に3回目のイベントを実施予定。

（主なテーマ）ＮＧＮ、IPTV、ＦＴＴＨ、ＳＤＮ/ＮＦＶ、M2M/IoT/e-health

ＡＳＴＡＰと産業界との連携を促進するために、2009年からインダストリ
リーワークショップを開催。現在までに6回実施。
(過去の主なテーマ) 「スマートシティとスマートエナジーマネジメント」
「サイバーセキュリティ」「スマートソーシャルインフラストラクチャ -
M2M、IoT と関連事項」「災害復旧と関連事項」「ICTと気候変動」

APT/ITU C&I（適合性・相互運用性)イベント インダストリワークショップ
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無線通信方式「Wi-SUN」の開発、国際標準化

 Wi-SUN（Wireless Smart Utility Networks）は、NICTが主導的に研究開発・国際標準化を行ったIoT向け
の新しい無線通信方式であり、低消費電力で通信を行うことにより、乾電池等で長時間の稼働が可能

 国内の電力会社のスマートメータに採用されており、今後、農業、防災等の他分野への普及・展開が期待

Wi-SUN無線モジュール、通信機器

Ｗｉ－ＳＵＮの開発、国際標準化及び実用化 12

 国立研究開発法人 情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）において

スマートメータ向けの無線通信方式を開発。

• 低消費電力による長寿命通信（単3乾電池3本で10年以上動作）

• 通信速度は50kbps～200kbps

• 通信距離は最大500m程度

• マルチホップ通信（バケツリレー方式）により、長距離での
柔軟な通信ネットワークの構成が可能

 ＮＩＣＴが国際標準化を主導（2012年にIEEEで標準化が完了）。

 Wi-SUN対応機器の相互接続性等の認証を行う業界団体
「Wi-SUNアライアンス」が2012年1月に設立。

 国内外の電力メータ、ガスメータ業界等からも主要メンバー
が参加（現在、参加メンバー約80者）。
理事会には、NICTをはじめ日本メンバーが参画（8名中5名）。

技術の普及に向けた取組（Wi-SUNアライアンスの設立） 利用促進に向けた取組（WSN協議会の設立）

 様々な分野でのWi-SUNの利用を促進するため、
産学官連携により「ワイヤレススマートユーティリ
ティネットワーク利用促進協議会（WSN協議会）」
が2014年5月に設立。

 幅広い関連企業や学識経験者等が参加（現在、
参加メンバー約70者）。

・ IEEE802.15.4g/eに準拠した無線通信規格である「Wi-SUN」について、NICTが主導的に研究開発や標準化活動等を実施。
Wi-SUNは、全電力会社がスマートメータへの導入を決定（2024年度までに約8,000万台の導入が完了予定）。

・ 国内標準化団体であるTTCにおいても、Wi-SUN等を使用したECHONET Lite向けの通信規格を標準化。

分野 スマートメータの主な動向 今後の展開

○主な利活用分野におけるスマートメータの動向

スマートグリッドとWi-SUN（IEEE802.15.4g/e）の展開 13

電力
・全電力会社のスマートメータへのWi‐SUN導入が決定
・2024年度までに全電力会社管内で導入が完了する計画
・東京電力では、2014年度中に190万台の導入を予定

・東京電力では、2020年度までに2700万台の導入を予定
・2015年１月にWi‐SUN AllianceにおいてHEMS－宅内機器間用

のWi‐SUN HANプロファイルを策定、今後、HEMS、宅内機器等
へのWi‐SUN搭載が加速する見込み

ガス
・東京ガスが、ガススマートメータ向けの通信規格としてU‐Bus Airを導入
・U‐Bus AirはWi‐SUN Alliance認証対象となる予定

・2018年からの本格導入に向け、現在実証実験中。2015年４月よ
り横浜市において水道・ガスの自動検針を行う実証を開始

水道
・業界動向を探るため、「水道分野におけるスマートメータに関する勉強会」を

開催しており、昨年10月には総務省からスマートグリッド関係の取組を紹介
・東京都水道局において水道スマートメータに関する調査研究を実施中

・他分野でのスマートメータの導入状況等を踏まえながら、今後の
方向性について検討

○スマートグリッドにおけるWi-SUNの活用イメージ

宅内機器等
電力会社 HEMS機器スマート

メーター
データ集約拠点

今後、農業、インフラ管理等の様々な分野で用いられるセンサーネットワーク向けの無線通信規格として利活用
が見込まれ、国内外への幅広い普及が期待
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スマートなインフラ維持管理に向けたＩＣＴ基盤の確立

具体的取組 アウトプット・成果背景・政府全体の方針

○ＩＣＴを活用した社会インフラの効果的・
効率的な維持管理を実現するため、

－センサー等で計測したひずみ、振動
等のデータを、高信頼かつ超低消費
電力で収集・伝送する通信技術等の

○リチウム電池等の電源で５年以上
通信を可能とする（従来と比較して
消費電力を1/1,000以下に低減）通
信技術等の確立・国際標準化。

○技術実証による社会インフラへの導

○高度経済成長期に集中的に整備さ
れた社会インフラの老朽化が深刻化。

○厳しい財政状況の中、従来どおりの
維持管理に要する財源等の確保は
困難。

14

工程表

H26 H27 H2８ ・・・

研究開発・国際標準化

－関係府省との連携

等を推進。

入促進。○「インフラ長寿命化基本計画」におい
て、「ＩＣＴ等に関する技術研究開発を
進め、それらを積極的に活用」とされ
るなど、様々な政府戦略・方針にお
いて、ＩＣＴを活用した効果的・効率的
な維持管理の実現が期待。

センサーによる効果的・効率的な社会インフラの維持管理

ＩＣＴを活用した効果的・効率的な維持
管理を実現し、もって、社会インフラの
長寿命化に貢献。※ 国立研究開発法人土木研究所、福井県

鯖江市土木課と連携し、開発・実証を推進

H26 H27 H2８

成果の入力 フィードバック

研究開発

国際標準化作業

関係府省との連携

計画年数： 平成26年度～平成28年度（３か年） 所要経費： 平成27年度予算額 153百万円

○ oneM2Mは、M2Mのサービスレイヤの標準化を推進する組織であり、世界の標準化団体が2012年7月に立上げ。
○ 社会インフラ、自動車、家電等M2Mの利用シーンに共通する機能を要求条件（技術的条件）として抽出（Use Case Driven）。
○ 2015年2月、oneM2Mとして初の国際標準（技術仕様書）を公開。

oneM2Mは、運営委員会、技術総会及びWG（要求条件、
アーキテクチャ（API/IF）、プロトコル、セキュリティ、デバイス管
理、テスト等）で構成。

目的・体制目的・体制

oneM2Mは、各国（地域）の標準化団体８団体（ARIB、
ATIS、CCSA、ETSI、TIA、TTA、TTC及びTSDSI）により組
織 各標準化 体 じ 信事業者 び ダ （約

ＩｏＴ／Ｍ２Ｍに関する標準化(ｏｎｅＭ２Ｍについて) 15

▌エネルギ ：

ｏｎｅＭ２ＭのユースケースｏｎｅＭ２Ｍのユースケース

oneM2Mでは、Agriculture, Energy, Enterprise, Finance, Healthcare, Industrial,
Public Services, Residential, Retail, Transportation , Otherの11分野を定義。

織され、各標準化団体を通じて通信事業者及びベンダー（約
200社）等が参画。
M2Mのサービスレイヤの標準化を検討し、技術の調査・分析結
果等をまとめたTechnical Report及び具体的な技術仕様を定
めたTechnical Specificationを発⾏。

Steering Committee Technical Plenary

WG1
Requirements

WG4
Security

WG2
Architecture

WG3
Protocol

WG

* Management & Abstraction Semantics

WG5
MAS*

WG6
Test

仕様書番号 タイトル
000 2 hi

技術仕様書（Release1）の一覧

▌エネルギー：
スマートグリッド、スマートメータ、石油ガス田の探査・掘削・パイプライン管理、水力発電所遠隔監視 等

▌エンタープライズ：
スマートビルディング

▌ヘルスケア：
患者モニタリング、ウェルネスデータ収集、遠隔医療、遠隔モニタリングのセキュア化

▌パブリックサービス：
街灯コントロール、交通量監視、自動車・自転車シェアリング、都市部災害発生時の情報提供 等

▌住宅関連：
HEMS、電気自動車、留守中の自宅監視、ホームゲートウェイ、デバイスのプラグアンドプレイ 等

▌交通関連：
自動車の遠隔診断、交通事故発生時の情報収集、デジタルタコグラフによる車両管理

▌その他：
Ｍ２Ｍトラヒック制御、特定トリガによるデータ送信、 テレマティックスでのブロードキャスト 等

TS 0001 M2M Architecture
TS 0002 M2M Requirements
TS 0003 oneM2M Security Solutions
TS 0004 oneM2M Protocol Technical Specification
TS 0005 oneM2M Management Enablement (OMA)
TS 0006 oneM2M Management Enablement (BBF)
TS 0008 CoAP Protocol Binding Technical Specification
TS 0009 HTTP Protocol Binding Technical Specification
TS 0010 MQTT Protocol Binding Technical Specification
TS 0011 Common Terminology

http://www.onem2m.org/technical/published-documents
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ＩＴＵにおける活動状況

W3Cにおける活動状況

デジタルサイネージの国際標準化活動

・2012年6月、デジタルサイネージ基本フレームワーク(H.780)が勧告化。

・2014年7月のITU-T SG16札幌会合において 「デジタルサイネージの災害時・緊急時運用要件」が承認され 2014年10月に

・W3C Web-based Signage Business Groupにて、インターネットに接続された多様なディスプレイをWeb技術を使って制御する汎

用型デジタルサイネージのユースケース、要求条件を検討。

16

国内での活動状況

デジタルサイネージの設置例

2014年7月のITU T SG16札幌会合において、「デジタルサイネ ジの災害時 緊急時運用要件」が承認され、2014年10月に

最終勧告化(H.785.0)。

◆近況動向◆

・

・2013年6月及び2014年6月、デジタルサイネージジャパンの開催に併せて、「災害時・緊急時におけるデジタルサイネージ運用

ガイドライン」（第1版）、（第2版）を公表。

・2014年9月 デジタルサイネージコンソーシアム内にLアラートWGが設置。

・2014年12月 2020年に向けた社会全体のICT化推進に関する懇談会幹事会の下にデジタルサイネージWGが設置。

 日本の提案により、W3CにWeb and TV Interest Group(2011年)、Web and Broadcasting Business Group(2012年)を設立。
 我が国では、世界に先駆けてHTML５を活用した放送通信連携規格（ハイブリッドキャスト技術仕様Ver.1.0）を2013年3月に策

定し、NHK及び民放がサービスを提供。欧米においてもHbbTV2.0(欧)（2015年2月公開）、ATSC3.0(米)（2016年公開予定）
等、 HTML5を活用した放送通信連携規格を策定中 。

 これまでW3C技術総会（TPAC）やWeb and TVのワークショップ等において、ハイブリッドキャスト技術仕様やスマートテレビ
実証実験等について提案・デモを行い テレビとWebの連携を我が国が主導

これまでの活動状況

WebとTVの標準化動向（ハイブリッドキャスト） 17

実証実験等について提案・デモを行い、テレビとWebの連携を我が国が主導。
 2014年末から、ハイブリッドキャストアプリケーション開発者を国内検討体制に加え、 HTML5.0/5.1や各種APIの試験環境（テ

ストの整備等）がW3Cを中心に効率的に整備されるように活動中。
 2015年3月、アプリケーション開発者を中心とした関係者が参加し、最新情報の共有やハンズオンを行う会合を東京で開催。

 TPAC2015をマイルストーンとして、①W3Cのテレビ関連仕様に対する日米欧の放送通信連携規格からの共通要求事項の
分析、②W3C仕様のTV向け試験環境の整備を実施し、 TPAC2015で関係するステークホルダとの共有及びW3C仕様やテ
スト環境への反映を行う。

今後の取組

携帯端末、タブレット
等との連携

詳細な番組関連情報を
携帯端末に表示

手元の端末で操作や入力

ハイブリッドキャストサービスのイメージ ハンズオン会合の様子（2015年3月）
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 現在の一般的なブラウザは、我が国の書籍全般で普及している「縦書きレイアウト」に十分に対応していない。そのため、我が
国の文化である縦書き表現を継承する観点から、ブラウザに縦書きレイアウトの仕様を反映させるべく活動を推進。2015年1
月から主要ブラウザベンダを検討会に加え、ブラウザへの縦書き機能実装に向けた体制を強化。

 これまでの標準化の取組により、CSS3で基本的な機能の一部（テキストの装飾に関する機能やフォント）が勧告候補化。また、
漢字等にふりがな等を振る機能”ルビ”に関する仕様が、2014年10月に勧告となったHTML5.0に盛り込まれるなど、標準化を
推進

これまでの活動状況

縦書きテキストレイアウトの国際標準化活動 18

縦書き表示

ブラウザ上での縦書き表示
（Writing Modes)

推進。
 また、電子書籍の国際規格であるEPUB3はCSS3（標準化途中の規格も含む）をベースとしており、W3Cにおける標準化の

取組は、電子書籍分野での縦書きレイアウトの実現にも寄与。

 縦書きレイアウトに関する主要仕様であるCSS Writing Modes Level 3について、2015年度中の勧告化を目指す。

今後の取組

ブラウザでの縦書き対応状況

* CSS：Cascading Style Sheets

禁則
句読点を行頭に位置しないようにする等、
特定の文字を行頭又は行末に位置させ
ることを禁止(Text)

縦中横

特定の文字だけ、横書きに表示
（Writing Modes)

ルビ
漢字等に振り仮名
を付加(Ruby)

官報

広報誌

Webと車の国際標準化活動

 Web技術の高度化（HTML5の標準化進展）に伴い、車内ネットワークの情報とWebを通じた様々な情報を連携させ、これまで実
現できなかったビジネスモデルが生まれることが期待。

 W3Cで、Webと車の連携について検討するAutomotive and Web Platform Business Groupが2013年2月に設立。国内の標準化
推進体制として、「Webと車の検討会」を設立（自動車メーカ、カーナビメーカー等が参加）。

 自動車情報の取得等に関するAPIが2014年５月に公開。「Webと車の検討会」の活動により、日本の提案も反映。
 2015年２月、上記APIの仕様化を行うため、Automotive Working Groupが設立。

これまでの活動状況

19

g p
 2015年３月、Webと車の連携・標準化に関する普及啓発を目的として、「Webとクルマのアイデアソン」を開催。

 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「携帯電話ネットワーク利用型情報収集・配信技術の開発」とも連携し、Webとクル
マ社会という観点でのユースケース・技術課題の検討や、JARI※1,JEITA※2,TTC※3等の標準化活動との連携を実施。

 Automotive WGに対する国内検討体制の確立及び対応方針の整理を実施。

今後の取組

※１日本自動車研究所、※２電子情報技術産業協会、※３情報通信技術委員会

Webと車の標準化進展により想定されるサービスイメージ 「Webとクルマのアイデアソン」の様子（2015年3月）
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無線LAN高速認証技術(Wi-FILS※1、IEEE802.11ai)の国際標準化活動

※※1 S ※3 無線LAN製品の相互接続性試験方法の策定 認証等を行う業界団体

これまでの活動状況

今後の取組

 無線LANへの接続・認証時間を大幅に短縮させる技術。駅や観光施設等人々が密集する場所や、車上等の高速移動時にお
ける無線LANの利便性向上が期待される。

 無線LANに関する国際標準化を行うIEEE※2802.11において、我が国の提案により、日本人を議長とするIEEE802.11aiタスクグ
ループが2010年12月に設置。国内においても民間事業者によるWi‐FILS推進協議会を2011年4月に設置して標準化活動を推
進し、2014年5月にドラフトが承認。日経トレンディ2014年12月号「2015年に消費を変える注目技術」第５位に選出。

20

従来方式（WPA2※4) FILS方式

接続・認証手続中に
サービスエリアから出て
しまうと利用できない

※2 The Institute of Electrical and Electronics Engineers, Inc.

サービスエリア内で立
ち止まる必要

多数のユーザが同時に
接続することが可能

サービスエリアから出て
しまう前に利用が可能

○

○

×

※1 Wireless－Fast Initial Link Setup ※3 無線LAN製品の相互接続性試験方法の策定、認証等を行う業界団体。

※4 Wi-Fi Protected 
Access 2。Wi-Fi 
Allianceが2004年に発
表した暗号化方式。

今後の取組

 上記推進協議会の働きかけにより、Wi‐Fi Alliance※3ではIEEE802.11aiを利用した製品の認証に向けた議論が開始。今後はWi‐
Fi Allianceとのリエゾンを併行して進め、2016年3月にIEEE標準規格化を達成する予定。

接続・認証に要する平均時間 約3秒 接続・認証に要する平均時間 約0.01秒立ち止まっての利用
が基本

歩きながら、車で移動
しながらの利用が可能

接
続
要
求

接
続
開
始

認
証
、

鍵
交
換

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
設
定

利
用
開
始

接
続
要
求

(

接
続
・認
証
な
ど

を
一
括
で
処
理
）

接
続
許
可

利用
開始

○
○×

×

光アクセスシステムに関する海外展開と標準化活動

◆ 光伝送システムのうち、通信事業者の局舎と加入者の建物と
の接続に光ファイバを用いたシステムの総称。

◆ 日本で採用している光アクセスネットワークの方式である、
IEEE標準の「10G‐EPON 」の技術を発展させた、「G.epon」は2013
年9月にITUで標準化。

◆ 新興国をはじめとした国においては、ITU勧告となっているかど

通信事業者局舎.

局外スプリッタ
分岐

コアネットワーク

光フ イバ

Ｏ
Ｎ
Ｕ

局
内
ス
プ
リ
ッ
タ

Ｏ
Ｌ
Ｔ

分岐

光アクセスシステムの概要

※1 PON
（Passive Optical 
Network）
システム：
光ファイバ網の
途中に分岐装置
(光スプリッタ)を

挿入して、一本
のファイバ を

◆ PONシステムの基本構成

21

うかが、機器等の採用の大きな基準の一つとなることもあり、こ
のような標準化の動きは、各国への光アクセスシステムの展開
への一つの契機となり得ると考えられる。

PONシステムの国際標準化 光アクセスシステムの海外展開

光ファイバ

OLT：Optical Line Terminal
ONU：Optical Network Unit

ITU‐T
G.98xシリーズ

IEEE
802.3

IEEE
1904.1

IEEE ITU‐T

GE‐PON

B‐PON
622M/155M 1998年

※下り/上り

のファイバーを
複数の加入者宅
に引き込む光ア
クセスシステム。

光ネットワークの整備や関連サービスに関する知見、研究開発、標準化
等に関する動向の共有、両国の関係構築を目的に、トルコ、コロンビア、
チリにてワークショップ等を官民共同で開催。

◆トルコ：2012年12月にイスタンブール、
2013年12月にアンカラで、トルコ
運輸海事通信省 トルコ情報通

時間

1G/1G 2004年

10G‐EPON
10G/1G,10G/10G 

2009年

SIEPON
GE‐PON,10G‐EPONのシステム間の
相互運用性を確保するための規格

2013年6月

G‐PON
2.5G/1.2G 2004年

XG‐PON
2.5G/1.2G 2010年

G.epon
10G/10G 2013年9月

NG‐PON2
40G/40G 2014年(予定)

NG‐PON2
40G/40G 2015年7月

（予定）

運輸海事通信省、トルコ情報通
信技術庁との共同主催でワーク
ショップを開催。
2014年10月にトルコ政府関係者
等を日本へ招聘し意見交換会を
実施。

第1回ワークショップ
（トルコ）

第2回ワークショップ
（トルコ）

日コロンビアICTサミット
の模様（コロンビア）

◆コロンビア：2014年11月にボゴタで、コロ
ンビア通信情報技術省との
共同主催でICTサミットを開催。

◆チリ：2015年5月にサンチアゴで、チリ運輸
通信省主催のICTイベントへ官民合同
ミッション団を派遣。

チリICTイベント
の模様（チリ）
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事業概要

重点領域型研究開発(先進的通信アプリケーション開発型)

 ＩＣＴ分野で国として取り組むべき重点分野において、先進的な通信アプリケーションの研究開発を競争的研究資
金により支援。

 基礎研究からアプリケーション開発までを一体的に推進し、新世代ネットワークの展開や国際標準化を加速し、こ
れらを通じてイノベーションや新市場の創出、国際競争力の強化等を図る。

（平成27年度予算額︓2.３億円）

22

平成25年度タイプⅠ

【対象】
民間企業

【研究費・研究開発期間／実施件数（予定）】
4,000万円程度 × １か年度
（間接経費は直接経費の30%を上限とし別途配分）

・
・
・

以降、同様

タイプⅡ
（フェーズⅡ）

平成26年度 平成29年度平成27年度

【開発内容】 「新世代ネットワーク（ネットワーク仮想化、Ｍ２Ｍ／センサーネットワーク）」の機能を用いた先進的
な通信アプリケーションの開発を実施。

タイプⅠ タイプⅠ

タイプⅡ

【対象】
大学・民間企業（中小企業）

【研究費・研究開発期間・実施件数（予定）】
フェーズⅠ：

1,000万円程度 × １か年度
フェーズⅡ：

4,000万円程度 × １か年度
（間接経費は直接経費の30%を上限とし別途配分）

以降、同様

選抜評価

フェーズⅠ：本格的な研究開発を行うための予備実験、理論検討等の研究開発を行い、
優れた成果が得られるかどうかの実行可能性や実現可能性の検証等を実施。

フェーズⅡ：本格的な研究開発を実施。

タイプⅡ
（フェーズⅠ）

タイプⅡ
（フェーズⅠ）

選抜評価

１ 共同公募の枠組み

○ 研究開発成果の国際標準化や実用化を加速し、我が国の国際競争力の強化等に資するため、
総務省が日本及びEUの研究機関による共同提案に対して競争的研究資金を配分する事業。

○ 平成25(2013)年度から欧州委員会と共同公募を実施。（平成25年度３ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始、平成26年
度２ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始。平成28年度２ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始予定。）

国際標準獲得型研究開発 ～EUと連携した戦略的な国際共同研究～ 23

（参考：外国政府との共同研究に関する最近の動向）１．共同公募の枠組み

【欧州】
第２１回日ＥＵ・ＩＣＴ政策対話

日時 ：平成27(2015)年３月24日、場所：東京
出席者 ：阪本総務審議官、ｽﾀﾝﾁｯﾁ通信ﾈｯﾄﾜｰｸ・ｺﾝﾃﾝﾂ技術総局次長 他
概要 ：研究分野における協力関係を継続し、深化させていくことで一致

日EU間における次世代通信ネットワーク（5G）を巡る戦略的協力に関する共同宣言
日時 ：平成27(2015)年5月27日 場所 ：東京
出席者：高市総務大臣

エッティンガー欧州委員会委員（デジタル経済・社会担当）
概要 ：5Gビジョンの発展及び標準化を支援するための更なる可能性を協調して模索

欧州委員会

EUの

23
平成27年度予算額 ：4.75億円(SCOPEの内数)

ＩＣＴ政策対話の模様

２．予算

概要 ：5Gビジョンの発展及び標準化を支援するための更なる可能性を協調して模索
するため、2016年の共同公募を端緒として、5Gの分野における共同研究活動
を協調して推進する

第２３回日ＥＵ定期首脳協議
日時 ：平成27(2015)年５月29日、場所 ：東京
出席者：安倍内閣総理大臣

ﾄﾞﾅﾙﾄﾞ・ﾄｩｽｸ欧州理事会議長、ｼﾞｬﾝ-ｸﾛｰﾄﾞ・ﾕﾝｶｰ
欧州委員会委員長 他

概要 ：世界的な互換運用性を確保し、研究活動の連携
を強化させる5Gに関する日EU共同声明の署名を
歓迎する

【共同研究の分野】
・H25年度 「光」、「無線」、「情報セキュリティ」
・H26年度 「ビッグデータ」、「光」
・H28年度 「５G」

EUの
研究機関
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２２．新たな情報通信技術戦略の．新たな情報通信技術戦略の在り方在り方

「新たな情報通信技術戦略の在り方」の検討について

１． 背景

■ 総合科学技術・イノベーション会議において、科学技術の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、
次期科学技術基本計画に関する検討が開始

→ ＩＣＴ分野を担当する総務省としても積極的に検討に貢献

■ 独立行政法人通則法の改正により、平成27年４月、情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）は国立研究開発法人に移行

→ 平成28年度からスタートする次期中長期目標に向けた検討が必要

25

→ 平成28年度からスタ トする次期中長期目標に向けた検討が必要

２． 検討状況

２６年度 ２７年度 ２８年度

国立研究開発法人

第３期中期目標 （H23-27）

現行体制

第４期中長期目標

第４期科学技術基本計画 （H23-27） 第５期科学技術基本計画政府全体

ＮＩＣＴ
体制：

目標：

 我が国の経済を再生し、持続的に発展させていくためには、全ての産業の基盤となるICT分野において、我が国
発のイノベーションを創出していくことが必要。そのシーズを生み出すための未来への投資として、国やＮＩＣＴの
基礎的・基盤的な研究開発をしっかりと進めていくことが重要。

• 平成28年度からの５年間を目途とした「新たな情報通信技術戦略の在り方」について、平成26年12月に情報通
信審議会に諮問

• 情報通信技術分科会に技術戦略委員会（主査：相田仁東大教授）を設置し、研究開発、成果展開、産学官の
連携等の推進方策及び重点研究開発分野・課題等について中間報告書を取りまとめ
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検討の背景 ～ICTの発展動向～

ビッグデータとAIによる分析・予測の発展 ＩＣＴの役割の拡大

 ICTの役割は、従来の電気通信のように「人と人」を繋ぐ手段から、ブロードバンドの発展により「人と情報」
を 繋ぐ手段へ発展。

 今後、ビッグデータと人工知能（AI）による分析・予測の発展により、ICTは様々な分野・業界において「人・
モノ・コトと知性」を繋ぎ、新たな価値を創出するものに発展していくと期待されている。

26

人・モノ・コト×知性
人人・・モノ・コトモノ・コトと知性をＩＣＴ※で繋ぐ

⇒様々な分野・業界
における価値の創出

コンテンツコンテンツ新価値の創出

情報

データ

知識

知性

データが集まり
「情報」となる

「情報」からの分析
により「知識」となる

「知識」から将来予測等
の価値を創出すること
により「知性」となる

※ここで言うICTは単なる
通信ネットワークではなく、
実空間とサイバー空間を
連携させるICTシステム

（インテリジェンス）

電気通信
人人と人人を繋ぐ

情報通信
人人と情報を繋ぐ

通信技術

情報利活用技術

他分野の市場・
技術・制度等

エネルギーエネルギー

医療・健康医療・健康交通交通

M2MM2M、、センサーセンサーNWNW
5G5G、、協調無線協調無線LANLAN SDNSDN・・NFVNFV

光伝送、ﾅﾉﾌｫﾄﾆｸｽ光伝送、ﾅﾉﾌｫﾄﾆｸｽ

ビッグデータビッグデータ
クラウドクラウド

セキュリティセキュリティ
機械学習機械学習
UIUI・・UXUX圧縮符号化圧縮符号化
機械翻訳機械翻訳メディア処理メディア処理

すぐ繋がる
何時でも繋がる

大量の情報を
高速に

新価値の創出

検討の背景 ～欧米における新たなIoT戦略～

【事例】 ドイツ Industrie 4.0

 今後、ビッグデータ・人工知能・IoT・ロボット等の先端技術が極めて重要となるが、欧米では、最先端のICTを活用してモノ
の生産やサービスの提供等をサイバー空間とつないで高度化を図る「サイバーフィジカルシステム」（CPS）の実現に向け、
新たなIoT戦略を打ち出しており、それを踏まえて技術開発に取り組んでいる。

• 「ハイテク戦略2020」（2011-2014年の予算見込み：84億€）のアクションプランの１つであり、産官学共同でセンサーや自ら
考えるソフトウェア、機械や部品の情報蓄積能力、相互通信能力によって生産工程を高度化することにより、ドイツの生産
拠点としての国際競争力を確保、及びCPPS（Cyber Physical Production System）の開発を目標として掲げており、技術的

27

参照アーキテクチャ第4産業革命

拠点としての国際競争力を確保、及びCPPS（Cyber Physical Production System）の開発を目標として掲げており、技術的
には「CPS（Cyber Physical Systems）でネットワーク化された『考える工場』」の実現を指向している。

• これを実現するために、CPS（M2M、センサー＆アクチュエータ等）、クラウドコンピューティング（ビッグデータ等）、ロバスト
なネットワーク環境、ITセキュリティ、スマート工場（ソーシャルマシン等）等の技術への対応が必要であるとしている。

• また、多様なメーカ／ベンダによる機器を相互に接続可能とするために、標準化も重要であるとしている。

出所）CRDS永野博氏「ドイツ政府の第４次産業革命 Industrie4.0」2014年7月24日 日本機械学会

大項目 小項目
スマートファクトリー ソーシャルな機械/Plug & Produce

/低価格な自動化/仮想化/ヒューマン・マシンインターフェース
頑健なネットワーク ブロードバンド/携帯電話/携帯機器

クラウドコンピューティング ビッグデータ/アプリケーション/IPv6/リアルタイムデータ

ITセキュリティ 情報セキュリティ/データ保護

組み込みシステム CPS M2M/スマートプロダクツ/センサー&アクチュエーター

Industrie4.0における研究開発領域
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検討の背景 ～新たな価値創造に向けた取組～

我が国が抱える様々な社会的課題と
今後の発展のチャンス

【参考】 我が国が技術的優位性を有するICT

技術（例） 我が国が有する技術的優位性（一例）

少子高齢化等の社会的課題は世界が今後直面する課題であり、我が国が課題先進国として世界に先駆けて解決を図れば、
ピンチをチャンスに変えることが可能。

 2020年のオリパラは世界最先端のICTをショーケースとして世界に発信する絶好の機会であるとともに、1300万人を超えた
訪日外国人向けビジネスは地方を含めた新たな発展の起爆剤。

28

今後 発展 技術（例） 我が国が有する技術的優位性（ 例）

センサー技術 日本は世界有数のセンサー大国

レーダー技術
フェーズドアレイレーダーは、民生用として
世界初の実用機を開発

光通信技術 日本の光通信技術は世界最高レベル

ネットワーク仮想
化技術（ＳＤＮ）

ネットワーク仮想化技術の開発・製品化で
欧米をリード

映像技術
超臨場感・超高精細度映像技術、画像認
識技術で世界をリード

自然災害、気候変動

都市への人口集中・
過疎地域への対応

超少子高齢化
社会の到来

社会インフラの
老朽化

エネルギー・資源
の枯渇

世界人口の増大

地方創生
2020年東京オリンピック・

ロボット技術
ネットワークロボット技術の標準化に関し
て、世界をリード

地方創生
パラリンピック競技大会

未来の産業創造に向けた基盤的技術を徹底的に活用し、人・モノ・コトと知性を繋いで、実空間とサイバー空間を強力

に連携させることにより、ＩＣＴによる社会課題の解決のみならず、健康・医療、交通・物流、公共サービスのような社会

の幅広い分野において、社会システムの効率化・最適化等による新たな価値の創造を図っていくことが期待。

ＩＣＴによる課題解決 未来の産業創造に向けた基盤的技術の強化
（新たに重点研究開発課題を特定）

 新たな価値創造を可能とする世界最先端のICTとしては、
• 多様なモノや環境の状況を、センサー等のIoTデバイスや、レーダー等のセンシング技術により把握し（「社会を観る」）、

• それらからの膨大な情報を広域に収集し（「社会を繋ぐ」）、

• ビッグデータ解析を行った上で将来を予測し、多様な社会システムのリアルタイムな自動制御等を行う（「社会（価値）を創る」）

ものが必要。さらに、
• 急増するサイバー攻撃からネットワーク、情報・コンテンツや社会システムを守る情報セキュリティ及び国民の生命・財産を守るための

新たな情報通信技術戦略の方向

世界最先端の「社会全体のＩＣＴ化」の推進

29

社会全体のＩＣＴ化の推進

民
耐災害ICT基盤を実現し（「社会（生命・財産・情報）を守る」）、

• 将来のイノベーションのシーズを育てる先端的な基盤技術を創出する（「未来を拓く」）

ことが必要。

 次の5年間の研究開発は、このような世界最先端のICTを実現し、それにより「社会全体のＩＣＴ化」を推進することで、

課題解決を超えて新たな価値の創造を目指すことが適当。

 このような「社会全体のICT化」は、 2000年頃に起きた「IT革命」を発展させ、膨大なビッグデータにより将来を予測し、
多様な社会システムの自動化・人間との協働等を目指すものであり、いわば「ソーシャルICT革命」と呼ぶべきもので
ある。

最先端のICTによる
好循環サイクルの実現

繋ぐ
社会を

創る
社会（価値）を

世界最先端のICTによる
新たな価値の創造

（例）  ロボットとの協働による、高齢者、障がい者等
多様な社会参加の実現

多言語音声翻訳システムによるグローバルで自
由な交流の進展

 センサー・ビッグデータを活用した、交通・物流
等の社会システムの最適制御

社会を

観る

守る 拓く未来を社会（生命・財産・情報）を



2015/9/3

16

新たな情報通信技術戦略の方向

 膨大なセンサー等からの情報伝送遅延を最小化する等の革新的なネットワーク技術、周囲の状況を
リアルタイムに収集する技術、人工知能を活用したビッグデータ解析による将来予測や、社会システム
の最適制御などの技術の高度化を図ることにより、新たなIoT活用（IoT2.0）の実現が期待されている。

新たなＩｏＴ活用 （ＩｏＴ２．０）

30

１．これまでのIoT活用

周囲状況の把握 データの収集 ビッグデータ解析
人間
cf. レコメンドサービス、

インフラの管理・運用支援等

判断支援

２．今後期待される新たなIoT活用→以下のサイクルを高速に回し、IoT活用の好循環サイクルを実現

周囲状況の把握 データの収集

ビッグデータ解析

将来の予測
（動作・制御計画の作成）

社会システム
（ロボット、車等を含む）

の自動最適制御

これらを支える基盤技術（革新的なネットワーク技術等）

○ ロボットとの協働による、高齢者、障がい者、女性等 多様な社会参加の実現
介護、販売、生産等のあらゆる社会経済システムにおいて、人手不足を解消し、高齢者、障がい者、女性など多様な社会参加を

支援するため、外部の膨大なセンサー情報をもとに、AI技術を活用し、緊急時の対応や高齢者の健康を見守りつつ、人間と助け
合って働く高度ネットワークロボットを実現。さらに、ロボット同士、自動化システム同士が自律的に対話し、知識を共有することで、
社会経済システム全体の効率性と安全・安心を高めることが可能。

2030年以降の未来社会における価値創造のイメージ

世界最先端のICTによる新たな価値創造のイメージ

ロボットや周辺の状況を
タ グ

人とロボットが連携して、

31

♥
センサー

カメラ

〜〜

〜〜
心臓が
痛い…

少し肥料を
あげて下さい

リアルタイムにセンシングし、
必要な制御命令を発行

AIロボット ビッグデータ解析

〜〜

他のAIロボット

でこぼこ
して進めない…

AIロボット

困っている⼈がいます。
⼿伝って下さい。

私がお⼿伝いに
向かいます。

具合の悪い⼈がいます。
救急⾞をお願いします。

少し稲穂の元気が
ないようです。

そろそろ
収穫できます。

出荷します。

公⺠館まで
最短時間で
お連れします。今⽇は天気がいいので、

お出掛けしては
如何ですか︖

人とロボットが連携して、
より高い生産性を実現

あらゆる人々が安心して
生活・外出できる社会の実現

社会を

・どんな技術が実現するのか？

社会を 価値を観る
・どんな技術が実現するのか？

繋ぐ
・どんな技術が実現するのか？

創る

①移動通信の通信量が1000倍以上に増加する
中で、膨大な数のセンサーからの接続要求に
対応し、ビッグデータ解析の結果を瞬時に伝送
可能な新たなIoT時代に対応した革新的な
ネットワーク技術の確立 等

①Wi-SUNを発展させ、あらゆるモノ、ヒトに付けられ、
用途毎に最適化した超小電力センサーの実現等

①ビッグデータ解析の結果を基に、瞬時に動作
させる高度ネットワークロボット技術の確立

②ロボット等のシステムとシステムが自律的に
対話し、AI技術も活用し、全体最適制御を行う
技術の確立 等

【関連する技術】

例えば、力仕事はロボットが代替
家庭では家事支援や介護支援ロボットが活躍

話し相手に
なってくれる

AIスマホ
相談に乗ってくれるAIカー

如何ですか︖
公⺠館に⼭⽥さんも
いらっしゃるようです。
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○ ユーザの感情・潜在意識を理解して、きめ細やかに支援するロボットの実現
人間が日々行なっている認識、判断、意思決定といった処理を支援してくれる高度ロボットサービス（コンシェルジュロボット）を実

現。日々の行動パターンや、趣味・嗜好、スケジュール等の情報を活用しながら、利用者が今何を求めているかを推測し、最適な情
報をリコメンド。さらにコンシェルジュする際に、ロボット同士が自律的にコミュニケーションし、利用者により最適な情報を提示可能。

「心」を実装した
自己学習ロボット

ユーザーへの
最適レコメンド

ユーザーの気づきの
先取り

C氏と打合せをしたいし、企画書の
締切も迫っているし、忙しいなぁ次の休みは、真田幸村ゆかりの

信州上田城を訪ねてみたい。

世界最先端のICTによる新たな価値創造のイメージ

2030年以降の未来社会における価値創造のイメージ
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感情‐行動データ・オープンデータ
センサーデータ…

予約センター

来週の⽔曜朝か⽊曜
⼣⽅打合せ可能ですか

⽊曜⼣⽅でお願いします W
ed.

W
ed.
Tue.

⽕曜は出張だから、⽔曜
の朝は疲れているだろう。
ここは避けて調整しよう。

今⽇C⽒は何を
⾷べたいの︖

イタリアンが良いでしょう。特に

〇〇出張

昨⽇も⼀昨⽇も和⾷だった。
そろそろイタリアンが⾷べたい

と思っているはず。

〇⽉〇⽇〜〇⽉△⽇は、上⽥城千本桜ま
つりの期間中ですので、お勧めですよ。

近くの別所温泉を予約しました。

前回の温泉は、観光する場所が
少なくて退屈していたから、

観光地に近いところを探そう。

すみません。私のご主⼈
様は、歴史好きでも温泉

好きでもありませんご主⼈様は、歴史好きで温泉好きです。
どちらかチャットが可能な⽅、いませんか

「超ビッグデータ」の構築「超ビッグデータ」の構築

私のご主⼈様は、温泉好きではありません
が 信州上⽥城のことはよく知っています

A氏 B氏 C氏

D⽒の予定は空いていますか

ロボット同士の
自律的な交流

あの企画書の締め切りが〇
日だから、そろそろ、〇△社
のC氏と打合せをしなくては。

この後、食事にお連れしたいけれど、好み
は何だろう？上司のD氏も呼ばなくては。

社会を 社会を 価値を観る 繋ぐ 創る
・どんな技術が実現するのか？

・どんな技術が実現するのか？ ・どんな技術が実現するのか？

【関連技術】

〇〇のワインが置いてあると喜びますが、信州上⽥城のことはよく知っています D⽒の予定は空いていますか

今⽇、D⽒は19時以降なら空いています。
ちなみに、イタリアンも⼤好きですよ。

私のご主⼈さまは、城より、
遊園地の⽅が好きです。私のご主⼈様は、歴史好きなので、も

しかすると話が合うかもしれません
複数ユーザー間の

合意形成

ご主人様とコミュニケーション
できるお友達を探してあげたい

①Wi-SUNを発展させ、あらゆるモノ、ヒトに付けられ、
用途毎に最適化した超小電力センサーの実現等

①個人のライフログ等に係るデータと、市中に流
通しているビッグデータを統合管理できる「超
ビッグデータ」技術の確立

①ライフログや個人の趣味・嗜好、更には時々の感情
等に係るデータを蓄積・管理するデータベースの構
築 等

②ビッグデータ解析の結果を基に、瞬時に伝送可能な
新たなＩｏＴ時代に対応した革新的ネットワーク技術
の確立

○ 世界中の好み・ニーズをリアルタイムに把握した生産・供給システムの実現
世界中のあらゆるウェブ、ツィッター等を外国語のものも含めリアルタイムに解析し、世界の人々の好み・ニーズをリアルタイムに

把握し、世界で人気が高い農産物・商品を予測することで最適なタイミングで出荷・輸出することを実現。
また、中小企業であっても、好み・ニーズが盛り上がっているときを適切に捉えて、３Dプリンター等の生産技術で少量生産する

ことで、ニッチ市場であっても収益化することが可能。

Japanese 
SNSブログ

ビッグデータ解析

世界最先端のICTによる新たな価値創造のイメージ

2030年以降の未来社会における価値創造のイメージ
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Anime Figure is 
nice!

I would like to 
buy!

Yeah!

You should!

個人の嗜好にあった
製品を3Dプリンタ等

・・・
・・・

・・・

SNS

・・・・・・
・・・・・・
・・・・・・

ブログ

ウェブ履歴決済履歴

最適なタイミング
で出荷・輸出

様々な言語による
ウェブ・SNSの情報を

リアルタイムに収集・解析

フランスでは
XXのフィギュアが流

行っています

ブラジルでは
柿の人気が

高まっています。

海外の需要を適切に
捉え、時期を捉えた

...
When I visited Nara, 
Japan, I ate 
persimmon. It was 
so sweet and 
delicious. I would 
like to eat it 
again

xyz’s blog

最適なタイミングで
出荷・輸出

世界中から
ウェブ・SNSの情報を

リアルタイムに収集・解析

中小企業も
活躍

センサーで

糖度把握しつつ、
育成管理等

社会を

・どんな技術が実現するのか？

社会を 価値を観る
・どんな技術が実現するのか？

繋ぐ
・どんな技術が実現するのか？

創る

①移動通信の通信量が1000倍以上に増加する中で、
世界中の膨大な数のウェブ、ツィッター等の情報を
瞬時に伝送可能な新たなIoT時代に対応した
革新的なネットワーク技術の確立 等

①世界中の膨大な数のウェブ、ツィッター等の情報を
効率的・効果的に圧縮する次世代情報圧縮技術
の確立 等

①世界中で日々更新されるあらゆるウェブ、
ツィッター等を外国語のものも含めリアルタイム
で解析できる技術の確立 等

【関連技術】

製品を3Dプリンタ等
で少量・多種製造

捉え、時期を捉えた
生産・製造

again…

1,000,000
プライバシーに配慮しつつ、
個人の行動履歴等に係る

情報も収集・分析
世界中のウェブ、ツイッター解析に基づく日本ブランドの国際展開
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○ センサー・ビッグデータを活用した、交通・物流等の社会システムの最適制御
自動運転車ごとに目的地まで最短時間で到達でき、しかも、全体として交通渋滞を発生させないように、自動運転車全体の動き

の最適制御を実施。また、外部センサーから収集される情報をもとに、AI技術を活用し、子供の道路への急な飛び出しやゲリラ
豪雨等の突発的自然災害にも適切に対応・回避するとともに、化学物質（PM2.5等）やCO2の濃度を衛星レーダーで広域に
高分解能で観測し、環境負荷が最小となるように自動運転車全体の動きを最適制御。これにより、地球環境と調和しつつ、必要な
物資を必要な量だけ必要なときに配送する物流の最適化を実現。

世界最先端のICTによる新たな価値創造のイメージ

2030年以降の未来社会における価値創造のイメージ
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全自動運転システムの実現
（周辺状況を適切に把握し、最適制御）

交通・気象・人の活動状況等を
リアルタイムに収集・解析

リアルタイムに
周辺をセンシング

状況に応じて
最適経路を選択

次世代レーダー、住民
のツイッター情報等を
組み合わせた稠密な

ゲリラ豪雨予測等

環境負担（PM2.5や
CO2等の排出）が

最小となるように最適
な配送経路を選択

衛星から地球環境
全体をミクロに観測

ビッグデータ解析

社会を

・どんな技術が実現するのか？

社会を 価値を観る
・どんな技術が実現するのか？

繋ぐ
・どんな技術が実現するのか？

創る

①膨大な数のセンサーからの接続要求に対応し、
ビッグデータ解析の結果を瞬時に伝送可能な
新たなIoT時代に対応した革新的なネットワーク
技術の確立 等

①ゲリラ豪雨等の突発的自然災害の予測を可能と
する、小型MPフェーズドアレイレーダー等の技術
の確立及び超小電力センサーの実現

②衛星からの地球規模及びローカルの化学物質
（PM2.5等）やCO2の高分解能観測技術の確立 等

①外部センサーのビッグデータ解析の結果を
基に、瞬時に動作させる自動運転技術の確立

②自動運転車等のシステムとシステムが自律的に
対話し、AI技術も活用し、全体最適制御を行う
技術の確立 等

【関連技術】

交通の流れをセンシング

ICTは国の持続的発展と安全・安心を確保するための基盤であり、次の5年間において、国及びNICTは
基礎的・基盤的な研究開発をしっかりと進めていくことが必要。

重点研究開発分野

ソーシャルICT革命（世界最先端の「社会全体のＩＣＴ化」）による先進的な未来社会の実現
→新たな価値の創造、社会システムの変革

新たなIoT時代に対応した世界最先端のテストベッドを整備し、最新の研究開発成果をテストベッドとして
研究機関やユーザー等に開放することで先進的な研究開発と実証を一体的に推進。
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未来社会を開拓する世界最先端のICT
社会を

観る 繋ぐ
社会を

創る
社会（価値）を

 センシング＆デ タ取得基盤分野  統合ICT基盤分野  データ利活用基盤分野

フィードバック

 センシング＆データ取得基盤分野
 電磁波センシング（超高性能レーダー等）
 センサーネットワーク（IoT2.0等）
 センサー・ソーシャルデータ取得・解析

 統合ICT基盤分野
 コア系（光通信基盤等）
 アクセス系（モバイルNW技術等）

 デ タ利活用基盤分野
 ビッグデータ解析（人工知能等）
 ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ（自動翻訳等）
 アクチュエーション（ロボット制御等）

守る
社会（生命・財産・情報）を

◆ 情報セキュリティ分野 ◆ 耐災害ICT基盤分野

拓く
未来を

◆ フロンティア研究分野
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重点研究開発課題例

研究開発の概要

概要︓本格的なIoT時代の到来に向け、IoT機器とネットワーク基盤と
の間で、セキュアかつ情報伝送の遅延を最⼩化するために⼈⼯知能
（AI）やエッジコンピューティング技術等を活⽤した⾰新的なネット
ワーク技術を確⽴するとともに、多様なIoTサービスの基盤となる共
通的なプラットフォーム技術等の開発を推進する。さらに、最先端の
テストベッドの整備・開放を通じて社会全体のICT化に係る先進的な

SDN
セキュ
リティ

クラウド管理系（AI等を活⽤）

最先端ICTネットワーク基盤技術 新たなIoT時代に対応した最先端ICTネットワーク基盤技術

36

テストベッドの整備・開放を通じて社会全体のICT化に係る先進的な
実証を⾏う。
2018年度までに多種多様で膨⼤なIoT機器からのデータを安全かつ
確実に伝送することが可能なネットワーク技術や様々なサービスをセ
キュアに提供可能なプラットフォーム技術等を確⽴し、2020年度ま
でに新たなIoT時代に対応した研究及び実証の成果を社会へ還元する。
国際的な研究動向︓欧州・⽶国等において関連技術の検討が始まって
いるところ、我が国はITU-T等での標準化活動においてこの技術分野
の中⼼的役割を担っており、今後も世界をリードしていく。

成果イメージ

ネットワーク構築制御⽤

計算機資源

キャリアコア網や
インターネットIoTデバイス群 エッジコンピューティング

基盤

ネットワーク構築の⾃動化（プログラマブル化）
に必要なプログラミングモデルの開発

プログラミングモデル開発

ハードウェア資源・ソフトウェア機能の抽象化・
統合化技術の確⽴

ユーザーセントリック
ネットワーク構築技術

SDN/SDI

クラウド

NFVワイヤレスットワーク 光ネットワーク

災害後の
情報配信サービス

⽇常⽣活を⽀援する
サービス

ネットワーク化された
⽣産・流通サービス

新世代NW技術

IoTデバイス/IoTサービスビッグデータ認知型通信制御技術

ユーザが求めるサービス要求・品質を認識し、
必要な資源・機能を⾃動配分する技術の確⽴

ユーザセントリックなプログラマブル・ネットワーク基盤技術
ハードウェア資源・ソフトウェア機能の配分を⾃動化

重点研究開発課題例
スマートネットワークロボット技

術

研究開発の概要

概要︓様々なロボットがネットワークを介して情報を共有し、リアルタイムに⾃動
で動作するための基盤技術、クラウド上での⼤規模データの集積・分析、⼈⼯知
能による⾏動⽣成やマルチモーダル制御のためのデータ指向型ロボティクス技術、
さらに視覚・聴覚や脳情報等を⽤いた⼈の⼼に寄り添うコミュニケーションを実

小型無人機

自動制御、協調・連携
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現する技術等を確⽴する。
2020年には、ICT、⼈⼯知能、ロボットを活⽤した⽇本の「おもてなし」を
ショーケースとして⽰すとともに、サービス、医療・介護、製造業、農業・漁業
等の様々な分野へのスマートネットワークロボットの導⼊による利便性に溢れる
社会を実現する。

国際的な研究動向︓我が国がこれまで世界をリードしており、⽶国DARPAや欧州
Horison2020等においても本分野の研究開発を推進。また産業分野では⽶国の
Industrial Internet Consortiumや独国のIndustrie4.0戦略等、官⺠での取組が
本格化。

自動運転車
「わくわくカー」
自動運転車

「わくわくカー」

人に寄り添う
コミュニケーションロボット

人に寄り添う
コミュニケーションロボット

コミュニケーション
ロボット

コミュニケーション
ロボット

ずっとそばにいて、
状況に応じたレコメンデーション

ずっとそばにいて、
状況に応じたレコメンデーション

搭乗者を楽しませて
くれる会話

搭乗者を楽しませて
くれる会話

搭乗者の心地よい経路を選択搭乗者の心地よい経路を選択

成果イメージ

・2020年東京オリンピック・パラリンピック競技⼤会において、ICT、⼈⼯知能、
ロボットを活⽤した⽇本の「おもてなし」をショーケースとして世界に発信

・ロボットの導⼊が進むことで、医療・介護や製造業、農業分野等の⼈⼿
不⾜を解消するとともに、新たな付加価値の創出が期待

経済活性化・インフラ管理

農業、漁業等農業、漁業等医療・介護・健康医療・介護・健康

地域活性化
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• 研究開発と実証実験（技術実証及び社会実証）を両輪として相互にフィードバックをかけながら推進することが重要。

• 実証実験の実施に当たっては、多様な業種のユーザ等も参加し、一般での実用化の前段階で社会的受容性等（※）を
検証することが重要。

研究開発

（１）研究開発と実証実験の一体的推進

実証実験

研究開発等の主な推進方策について 38

概要 想定される事例

基礎研究段階のものも含め、最先端の研究開発成果を実装したテスト ① 実証実験ネットワークにおいて、新規開発した通信装置を

研究開発

フィードバック

※１ 基礎研究段階のものも含め、多様な最先端の
研究開発成果の技術実証が必要
（「次世代ICTテストベッド」の構築）

※２ ソーシャルICT革命の推進のためには
多様な業界との連携も含めた社会実証が
必要（「ソーシャルICTテストベッド」の構築）

フィードバック基礎研究 応用研究 開発研究

実証実験

社会実装の
実現

技術実証
テストベッド※１等を活用

社会実証
テストベッド等※２を活用

社会実証
テストベッド等※２を活用

社会実装の
実現

技術実証 ベッドを外部研究機関等にオープンに開放し、技術的な達成レベルや

効果等を客観的に検証するもの。（「次世代ICTテストベッド」）

導入し、通信事業者、メーカ等が実運用に近い環境におい

て機能・性能の検証を行う。

社会実証

研究開発成果を実装したテストベッドを多様な業種のユーザ等にも使

いやすい形でオープンに開放し（あるいは研究開発成果を実装した機

器を社会環境に持ち込み）、一般での実用化の前段階で社会的受容

性等を検証するもの。（「ソーシャルICTテストベッド」）

① 鉄道線路沿いの斜面に超省電力センサーを設置して、鉄

道会社が土砂崩れ等の監視・被害予測の検証を行う。

② 対話型ネットワークロボットを介護施設等に持ち込んで高

齢者等の反応による検証を行う。

（※）ここでいう社会的受容性とは、技術適用性、ユーザ利便性、コスト受容性などを含め、地域社会や国民から受け入れられること

社会が抱える様々な課題

研究開発等の主な推進方策について

（２）産学官連携の推進

「ソーシャル ICT 革命」の推進に向けた研究開発やその成果展開等の推進に当たっては、様々な分野・業種との連携・協調が
必要であり、産学官のそれぞれのプレーヤーが連携して、社会全体のICT 化に取り組んで行くことが必要。
（１）のテストベッドを核として、共通的なICT プラットフォーム技術等の確立や先進的社会実証を総合的に推進するため、

社会全体のICT化を目指した産学官によるIoT推進体制として、「スマートIoT推進協議会（仮称）」の創設を検討。
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無人航空機

経済活性化・インフラ管理

農業、漁業等農業、漁業等 道路・電気・ガス道路・電気・ガス

防災・減災
河川氾濫・土砂崩れ河川氾濫・土砂崩れゲリラ豪雨・津波ゲリラ豪雨・津波

社会が抱える様々な課題

医療・介護・健康医療・介護・健康 観光観光

地域活性化

次世代レーダー

通信量は2020年代に
1,000倍以上に増加

４Ｇ

５Ｇ
ＷｉＦｉ

「ネットワーク
基盤の課題」

産学官連携による総合的なIoT研究開発・実証実験体制の構築
様々なＩｏＴ機器からのセンシング

ＩｏＴ
膨大なＩｏＴ機器の

ＩｏＴ

コミュニケーションコミュニケーション

高精度制御、悪用防止

人工知能による大規模情報分析
自律型走行車自律型走行車

将来の予測

次世代 ダ
による気象観測

社会価値の創造動作・
制御

センシング
（データ収集）

ネットワーク基盤

Ｂ５Ｇ

Wi-SUN

ＦＴＴＨ

ネットワーク基盤の
処理負荷の爆発的増加

IoT機器とネットワーク基盤

との間で情報伝送の遅延を
最小化する等、革新的な
ネットワーク基盤が必要

ビッグデータ
解析

外部環境変化に対応し、ネットワーク
制御で自律走行
外部環境変化に対応し、ネットワーク
制御で自律走行

ＩｏＴ
ＩｏＴ

ＩＣＴサービスの多様化

接続ニーズ
ＩｏＴ

情報通信研究機構(NICT)がハブ機能を提供

産
学 官官

最先端のICTテストベッドによる
イノベーション創出環境を構築

歩行者の意思や目的等を理解
して外国人は多言語でアシスト
歩行者の意思や目的等を理解
して外国人は多言語でアシスト

ロボットロボット

セキュリティ
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国内外におけるIoTに関する情報通信技術の動向を整理・分析し、我が国が主導的に開発した情報通信技術
等の利活用推進方策及び必要な官民連携の在り方等を検討し、本格的なIoT時代における我が国の優位性を
確保することを目的とする。

本格的なIoT時代に対応した情報通信技術の研究開発・標準化の動向及びその推進のための調査・分析

調査内容（案）

（１） IoTに関する研究開発・標準化動向の調査・分析
→主要分野における我が国及び諸外国の研究開発・標準化に係る取組を調査・分析し 我が国の技術・製品が活用される

40

外部機関

○民間企業
○研究機関
○標準化団体 等

実施体制（案）

→主要分野における我が国及び諸外国の研究開発・標準化に係る取組を調査・分析し、我が国の技術・製品が活用される
ための戦略や官民の協力体制の在り方等を検討、必要に応じて標準化活動等を実施

（２） 検討会の実施（各分野について月１回程度、共通ICT基盤を検討する会合を３か月に１回程度）

スマートシティ検討グループ 共
通
I

調査検討会（本請負にて実施）
ス
マ
ー
ト
I

検
討
会
事 調査・分析結果

調査への助言等

調査等○標準化団体 等

新領域検討グループ

構内分野検討グループ

宅内分野検討グループ

I
C
T
基
盤
検
討
グ
ル
ー
プ

I
o
T
推
進
協
議
会
（
仮
称
）

事
務
局

調 分析結果
のフィードバック

調 等

○構成員による標準
化活動等

助言等

状況報告

検討会構成員
による活動

協力・連携

多様なIoTサービスを創出する共通基盤技術の確立・実証

具体的取組 アウトプット・成果背景・政府全体の方針

○ 経済財政運営と改革の基本方針2015
AI、ビッグデータ、IoTの進化等により全て

の産業で産業構造の変革が生じる可能性が
ある中、データを活用した新たなビジネスモ
デルの創出など社会変革を促すことが重要。

○ 「日本再興戦略」改訂
・未来社会を見据えた共通基盤技術等

○ 多様なIoTサービスの提供を実現するため、膨大な数のIoT機器を迅
速かつ効率的に接続する技術や異なる無線規格のIoT機器や複数

のサービスをまとめて効率的かつ安全にネットワークに接続する技
術等の共通基盤技術を確立。

○ 併せて、先進的な実証により国際標準化を図りつつ、世界に先駆け
魅力的なＩｏＴサービスを実現。具体的には、主に以下の事業を実施

○ 産学官連携による実証に
より、ＩｏＴ共通基盤技術を
確立するととともに、国際
的標準化を推進。

○ スマートシティを実現する
先進的なI Tサ ビスモデ
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工程表

・未来社会を見据えた共通基盤技術等
の強化。

・社会全体のICT化のためのIoT推進体
制の構築。

○ 知的財産推進計画
世界的な市場の成長が期待されるIoTの

推進に向け、関連する技術分野において、
必要な技術の確立や実証等を図りつつ、
国際標準化に対する取組を推進。

魅力的なＩｏＴサ ビスを実現。具体的には、主に以下の事業を実施
することを想定。

① 都市等における多様なＩｏＴサービスの提供を目指すスマートシティ
等の実現のため、産学官連携による推進体制（スマートＩｏＴ推進
協議会（仮称））の下、共通的な技術の確立、先進的な社会実証を
総合的に推進。

② 欧米におけるスマートシティに係る実証プロジェクトと協調しつつ、
国際標準化に向けた連携強化を推進。

先進的なIoTサービスモデ
ルを創出。

○ 世界に先駆けたＩｏＴサービ
スを実現し海外へのインフ
ラ輸出に寄与。

物流・交通物流・交通スマートホームスマートホーム 農業、漁業等農業、漁業等電気・ガス.・水道電気・ガス.・水道 保守・管理保守・管理
スマートコミュニティ

スマートシティ
スマートコミュニティ

スマートシティ

H２８ H２９ H３０

産学官連携による推進体制の下、実証実験を行い、
欧米とも協調しつつIoTサービスの創出、国際標準
化を推進

工場等宅内

先進的IoTサービスの創出
に必要な共通基盤技術(例)

スマートWoT基盤技術
(Web of Things)

セキュア情報
管理基盤技術

スマートコミュニティ、スマートシ
ティ

※ 様々な分野において多様なIoTサービスの実証を行い、先進的なIoTサービスの創出を推進

構内

IoTサービス・デバイス
接続・管理基盤技術

ダイナミック制御、
自動最適化技術

スマートIoT推
進協議会（仮

称）

推進体制 連携・協
力

規格提案、国際標準化

・・・

多種多様なIoT機器を簡単・便利、安全、効率的に
活用する共通基板技術の確立

（研究開発と実証を一体的に推進）
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３３．標準化人材育成の方策．標準化人材育成の方策

 大学での教育や、企業での標準化人材のキャリア形成はどうあるべきか。

 基本的にはOJTが中心にならざるを得ないのではないか。有効な育成プログラムとし

標準化人材育成に関する議論①

考えられる論点

～情報通信審議会「情報通信分野における標準化政策検討委員会」（2011年2月～2012年7月）における議論より～

43

てはどのようなものが考えられるか。（実施主体、具体的内容）

 どのような条件の場合に、国としての関与が必要とされるか。

主な意見

通信インフラの標準化は一過性ではなく長期に亘る活動であり、標準化活動のエキス

パートによる若手の指導を国が支援するなど、世代間で途切れることのない継続的な

国際標準化人材の育成が必要である国際標準化人材の育成が必要である。

かつては、良い技術を開発すれば普及したが、これからの時代の技術者には、ICTの

活用によって社会的課題の解決方策を提示する能力や新たなビジネス構築を狙った

企画力・推進力が期待される。このような能力において鋭さを持つ技術者は、実際の

グローバルな活動との接点から生まれるものと考えられるが、こうした人材の育成の

ための具体的方策を検討することが、日本の競争力の観点から急務である。
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主な意見（続き）

標準化ノウハウを体得させるため、若手人材を積極的に国際標準化活動に投入する

ことが必要。

若手人材の標準化経験の蓄積のため 経験豊富なベテラン人材と技術エキスパ ト

標準化人材育成に関する議論②

～情報通信審議会「情報通信分野における標準化政策検討委員会」（2011年2月～2012年7月）における議論より～

44

若手人材の標準化経験の蓄積のため、経験豊富なベテラン人材と技術エキスパート

の若手人材を組み合わせた活動の機会を付与することが重要。

標準化活動の経験者が少ない新しい標準化分野においては、言語を含むコミュニ

ケーション能力に優れた人材と分野横断的なスキルを有する人材の組み合わせなど

フォーメーションの工夫が必要。

標準化活動には特殊なスキル、ノウハウが必要となるため、こうしたスキル等を身に

つける育成プログラムの提供が必要つける育成プログラムの提供が必要。

教育、企業、学術領域それぞれの場での人材育成の評価の在り方の検討が必要。

人材育成は、行政だけでやるのではなく、国際会議の経験が豊富で国際感覚をもっ

た大学の先生方とも連携すべき。

標準化活動に従事する人材として現場で足りていないのは、英語を使った国際の場

でのネゴシエーション、ロビー活動、人の輪を広げるスキルである。

③標準化人材の確保

標準化人材育成に関する議論③

～情報通信審議会「情報通信分野における標準化政策の在り方」答申（2012年7月25日）抜粋～

第３章 標準化活動における官民の役割分担について

45

標準化活動の経験豊富なシニア人材の次世代を担う若手人材との

組み合わせによる活動の継続が重要。

経営層も含めた標準化に対する意識の向上、適切なキャリアパスの

在り方の検討、表彰制度の充実等が必要。

短期的には海外の標準化コンサルタントの活用について検討するこ

がとも有効であり、中長期的には、我が国においても、このようなコン

サルタントの育成の在り方を業界全体として検討していくことが必要。

国際会議の役職等を担う者に対する政府又は公的団体による支援

の検討が必要。



2015/9/3

24

○ 国際標準化活動においては、「技術能力」、「語学力」、「交渉力」を兼ね備えた人材が必要。

○ 同時に、国際会議等への継続的な参加等を通じて、各機関における議論の進め方等のルー
ルの理解、他国関係者との人間関係の構築等を経験知として蓄積することが重要。

〔標準化人材育成に関する取組例〕

ＩＣＴの分野における標準化人材の育成方策① 46

＜電子情報通信学会等との連携＞ ＜大学での講義＞

・ 総務省の職員による国際標準化に関する講演
を、年間数回電子情報通信学会で実施

・大学側からの要請に応じて、総務省の職員による
国際標準化に関する講義等を、年間複数回大学に
て実施

〔最近の実績： 電子情報通信学会における講演〕
・2012年：総合大会（3月：岡山大学、12月：機械振興会館、9月：富山大学）
・2013年：総合大会（3月：岐阜大学、9月：福岡工業大学）
・2014年：総合大会（3月：新潟大学）
・2015年：総合大会（3月：立命館大学）

〔標準化人材育成に関する取組例〕

〔最近の実績〕
・2012年 2月：北陸先端大学、7月：金沢工業大学、10月：早稲田大学、

12月：慶應義塾大学
・2013年 4月：東京工業大学、8月：大阪大学、9月：東京大学、10月：早稲田大学
・2014年 6月：金沢工業大学、12月：京都大学

＜ＴＴＣ 情報通信技術賞 総務大臣表彰＞

・標準化に従事した方の功績が、それぞれの組織内で適切に評価され、標準化人材に対する適切なキャ
リアパスの構築を促進するため、TTC（（一社）情報通信技術委員会）において、総務大臣表彰を実
施。

・2015年 1月：北陸先端大学、4月：名古屋工業大学、6月：金沢工業大学

平成25年度：標準化の重要性や仕組みを体系的に理解できる基礎的なテキストを作成。

＜標準化テキストの作成＞ (一社)情報通信技術委員会の標準化教育ページよりダウンロード可能
http://www.ttc.or.jp/study_std/

〔標準化人材育成に関する取組例 （続き）〕

ＩＣＴの分野における標準化人材の育成方策② 47

【対 象】 標準化活動経験者

【主な内容】国際会議における会議運用規則、寄書の作成要領等/国際会議における議長等の役割・
議事運営、様々なノウハウ等/国際会議における交渉等に必要な英語表現

平成26年度：標準化活動経験者の能力向上に資するテキストの作成。

【対 象】 初めて標準化に関して学ぶ者

【主な内容】 標準化の必要性と意義、主な標準化機関の概要・役割、標準化と特許の関係、相互運用
性と認証等について解説

本 協会 際会議体験 標準 材育成 在り方 査 平成 年度実施予定＜日本ITU協会 国際会議体験セミナー＞

・平成14年から毎年１回、２日間開催、 延べ
１００名程度が参加。

【主な内容】
国際交渉力・ネットワーキング能力向上、スピーキン

グ・ライティング等の講座 模擬国際会議、ＩＴＵの議
長・副議長経験者が指導

＜標準化人材育成の在り方の調査＞平成27年度実施予定

・標準化人材育成プログラムの企画・運営を通し
て、今後の標準化人材育成の在り方を調査。今年
度は、ベンダ視点の戦略的な標準化活動に関する
育成プログラムを実施予定。

【育成プログラム】 ベンダ各社から計10名程度、16時間
程度
標準化活動、標準を用いたビジネス、知財に関するグルー
プワーク等を実施
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ご静聴ありがとうございました。


